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まえがき 

 

 本方法書は、那覇港湾施設代替施設建設事業に係る環境影響評価の一環として、「環

境影響評価法」（平成 9 年 6 月 13 日 法律第 81 号）及び「公有水面の埋立て又は干拓の

事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行

うための手法を選定するための指針、環境の保全のための措置に関する指針等を定める

省令」（平成 10 年農林水産省・運輸省・建設省令第 1 号）に基づき、所要の事項をとり

まとめたものである。 
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事業者の許可無く複写・転載を禁ず 

 

  

本書に掲載した地図は、国土地理院長の承認を得て、同院発行の電子地形図 25000 及び

電子地形図 20 万を複製したものである。 

※本書に掲載した地図について、さらに複製する場合は、国土地理院の長の承認を得なけれ 

ばならない。 
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第1章 事業者の氏名及び住所（法人にあってはその名称、代表者の氏

名及び主たる事務所の所在地） 

 

1.1 事業者の名称 

沖縄防衛局 

 

1.2 代表者の氏名 

沖縄防衛局 

局長 村井 勝 

 

1.3 主たる事務所の所在地 

沖縄県中頭郡嘉手納町字嘉手納 290 番地 9 

 

 

 

 


